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合を述べたという。同年 12月 2日に鄧が前述の閉幕演説原稿の作成について胡曜邦 9と于光遠
とを呼び寄せ、意見を交わした。その際、鄧が、「一部の企業、一部の地域、および一部の農民
を先に裕福にさせるのは、重要な政策である。一部分（の企業、地域、農民、労働者―筆者の注）




















日に閉会された中国共産党第 11期中央委員会第 4次大会（会議期間は 9月 22日－ 28日）にて


























































































































































































































































































1   実際に、私有化の過程、あるいは私有化を実施する前に関連法制度の整備に重要視を与える必要があると
先学に指摘されている（Joseph E. Stiglit, ‘Foreword’ from Privatization : successes and failures （Edited by Gérard 
Roland）, Columbia University Press, 2008）。
2   例えば、馬家駒編『中国経済改革的歴史考察』（浙江人民出版社、1994年）と潘石編『当代中国私営経済発展』
（山西経済出版社、1991年）が挙げられる。
3   この大会は、経済制度の移行に関して具体的な方針を打ち出していないが、過去の 30年間の政治闘争と決別
し、経済の開発を国の主要な目標とするため、その後中国制度移行の一里塚とされている。
4   鄧小平「中共中央工作会議の閉幕演説―解放思想・実事救是・団結一致向前看」1978年 12月 13日（『鄧小平
文選　第 2巻』）、p.152。
5   同上。
6   1956年末に 96.3%の農民が農村合作社（集団所有）に入社した。都市部において公的所有企業へ合併した私
有企業、集団所有企業へ併合した私有小売者と私有飲食業者がそれぞれ 98.7％と 85.1％、86%に達した（孫健『中
華人民共和国経済史』中国人民大学出版社、1992年、p.145-164による）。
7   鄧小平（1978）、p.152。
8   中国の著名な経済学者であり、有力な政策の制作者の一人でもある。中国社会科学院副院長、中国国務院政
策研究室副室長を歴任。
9   当時は胡耀邦が中国共産党組織部長であったが、後、中国共産党総書記になった。
10  于光遠『1978：我親歴的那次歴史大転折』（『1978：私の経験したあの歴史的な転換』）中央編訳出版社、2008
年第 2版、p.163。
11  「中国共産党第 11期中央委員会第 3回会議公報」1978年 12月 22日。
12  葉剣英「中華人民共和国創立 30年祝賀大会のセレモニー」1979年 9月 29日。









18  原文のタイトルは『関於城鎮非農業個体経済若干政策性規定』である。1983年 4月 13日に国務院がこの規定
に関してさらに補足規定を公布し、従来の規定を充実させた。
19  『中華人民共和国憲法』（1978年 3月 5日に第 5回全国人民代表大会第 1次会議にて可決された）による。




23  『暫定条例』の「第 2条　私営企業は、企業の資産が私的所有で、雇用者数の 8人以上の営利組織を指す」。
24  『暫定条例』の「第 2章　私営企業の種類　第 6条　私営企業の 3種類」による。
25  『暫定条例』の第 2章第 7条による。
26  『暫定条例』の第 2章第 8条による。
27  『暫定条例』の第 2章第 9条による。
28  原文のタイトルは「沿着有中国特色社会主義道路前進」である。また、中国共産党第 13回全国代表大会が
1987年 10月 25日から 11月 1日まで開かれた。














34  江沢民「関與建立社会主義的新経済体制」（1992年 6月 9日）による。
35  原文のタイトルは「加快改革開放和現代化建設歩伐、奪取有中国特色社会主義事業的更大勝利」である。こ
の報告は中国共産党第 14回全国代表大会の初日、つまり、1992年 10月 12日に行われた。
36  原文のタイトルは「中共中央関與建立社会主義市場経済体制若干問題的決定」である。この「市場制度樹立
の決定」が 1993年 11月 14日に中央委員会第 3次大会にて可決された。
37  原文のタイトルは「中共中央関與完善社会主義市場経済体制若干問題の決定」である。この「完全な市場制
度のための決定」が 2003年 10月 14日に中国共産党第 16期中央委員会第 3次大会にて可決された。
38  1999年 3月 15日に開かれた第 9回全国人民代表大会第 2次会議にて可決された。
39  『中華人民共和国憲法修正案』1999年、第 16条による。
40  『中華人民共和国憲法修正案』2004年、第 21条による。
41  ライオネル・ロビンズ『古典経済学の経済政策理論』（市川泰治郎訳）東洋経済新報社、1964年、p.39。但し、
原典は同書の第 2講の注 23を参考されたい。
42  フリードリヒ・A・ハイエク『ハイエク全集 8　法と立法と自由Ⅰ　ルールと秩序』（矢島鈞次・水吉俊彦訳）
春秋社、1987年、p.19。
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